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2004 年 10 月 18 日（月） 定例研究会報告 
テーマ： 「創憲」論をめぐって 
報告者： 仙谷由人（民主党憲法調査会長） 
時 間： 18 時～19 時 30 分 
場 所： 神田校舎１号館８Ａ会議室 
コメンテー ター ： 内田雅敏（弁護士） 
司 会： 古川 純（本学法学部教授） 
参加者： 約 30 名 
報告内容概略： 
 現在、憲法改正論が活発に論じられている。とくに国会法の改正により、2000 年１月
に衆参両議院にそれぞれ憲法調査会が設置され、憲法改正への動きが具体的な政治日程
にのぼってきたことにより、さまざまな改憲論が提示されている。2004 年７月に行われ
た参議院選挙の直前の６月には、自民・民主・公明の各政党が、憲法改正問題の｢論点整
理｣あるいは「中間報告」を公表している。 
 今回の定例研究会では、民主党憲法調査会が公表した「中間報告」について議論を深
めるために、民主党憲法調査会長の仙谷由人氏を講師に招き、憲法学的視点から、同党
の「創憲論」についてご報告いただき、議論を行った。 
 仙谷氏の報告の概要は、以下のとおりである 
 第１に、民主党の「創憲論」は、冷戦時代の「改憲・護憲」という古い構図のイデオ
ロギー対立を止揚し、「21 世紀型の未来志向の国のかたちや主権国家のあり方」を提起
するものである。 
 第２に、新しいガバナンスの構築が必要であり、統治の仕組みを、主権国家の変容に
見合う形に根源的に再構築することが、改憲の目的である。それには、「脱官僚」政治を
実現し、名実ともに国民主権を深化させるために、国会に正当性の根拠を置きつつ内閣
総理大臣の権限強化を図ること、ＥＵをモデルに、国家の上位に位置する国際機関に主
権の一部を移委譲できるような規定の新設、「脱中央集権＝地域主権（地方分権）」実現
のために地方自治体の「課税自主権」や「補完性の原理」等を憲法に新設することなど
が必要である。 
 第３に、安全保障問題については、憲法の拡大解釈や解釈改憲によりなし崩し的「自
衛隊の海外派遣」を許さず、多国間協調主義で平和を確固としたものにするために、「専
守防衛に徹した防衛力」と「国連の集団安全保障への主権の委譲もしくは主権の共同行
使」に関する規定を、憲法に組み入れるべきである。 
 第４に、人権保障については、プライバシーの権利や情報公開請求権の明文化や「人
権委員会」の設置を憲法上明記すべきである。 － 20 － 
 今回の研究会を通じ、民主党の「創憲論」に対する憲法学的な視点からの理解が深め
られるとともに、問題点の所在も明確になった。 
 なお、今回の定例研究会は、「憲法調査会市民監視センター」との共催で行われた。 
（文責・内藤光博） 
 
 
2004 年 10 月 19 日（火） 定例研究会報告 
テーマ： 「新中間層」の台頭と中国社会構造の変化 
報告者： 徐向東（日経リサーチ主任研究員） 
時 間： 16：00～18：00 
場 所： 社研・会議室 
報告内容概略： 
 徐向東氏は、中国大連に生まれ、北京日本学研究中心（大学院大学）を修了後、同研
究中心専任講師を経て、立教大学大学院博士課程を修了（博士号取得）、その後、日本労
働研究機構、中央大学講師などを経て、現在、日経リサーチ主任研究員・中国担当コン
サルタントとして活躍中である。専修大学文学部にて非常勤講師（「社会学特殊講義=中
国社会論」、「社会学」）としてもおいでいただいている。 
 今回は、改革開放政策を経て市場経済化する社会主義国･中華人民共和国の現況を、旺
盛な消費意欲や上昇志向を持つ「新中間層」に焦点を置いて論じていただいた。中国政
府（国務院）の中国社会科学院が 2001 年に全国調査を実施し『当代中国社会階層研究報
告』（2001）を著している。そこでは中国社会を十大階層・五大等級に分類し、その一つ
に「経営管理層、私営企業家、外資系ホワイトカラー、専門職、公務員、個人経営者、
商業サービス業従業員」からなる「社会中間層」を定義した。これを受けて徐向東氏ら
日経リサーチでは、上海の中間層を対象に面接方式の標準化調査を実施し、「価値観によ
る中間層を分類」して、「①新人類派、②上昇志向派、③穏健堅実派、④家庭第一派、⑤
現状安住派、⑥傍観乖離派」とし、①②の大部分および③④の一部を合わせて「新中間
層」と命名した。この類型化は現在、各研究・実務分野で採用されている。 
 さて、このように位置づけられる「新中間層」について、当研究会において徐向東氏
は、以下のように議論を展開していった。報告の後、中国の危機管理問題、新中間層自
身の保守性などについて、活発に議論された。 
・多層化する中国市場：西武・中部・東部の GDP/一人や家電製品等の普及状況 
・高度大衆消費時代に突入した中国沿海都市部 
・社会主義中国の基層組織＝三位一体の「単位制度」、崩壊の宿命 
・市場化の進展と社会構造の変化：単位｢内｣｢外｣の新たな二元化構造 
・「パレート改善」と斬新的改革 
・「レント・シーキング」を生む二重体制の弊害 － 21 － 
・中間層の拡大：『当代中国社会流動』の解説 
・腐敗はもはや組織的、制度的、構造的な問題となった：南米型社会・クローニー資本
主義社会に向かう危険性 
・中国型人的資源管理と戦略モデル 
・中国都市部新中間層調査概要：第一回目=2002 年９月、第二回目=2003 年９月 
・人材大移動の時代：日系企業人材戦略の欠如 
・断裂社会の様相：拡大する社会不安 
・自律・民主化・コーポラティズム：新しい社会統合はどう、生まれてくるか 
・中国のカントリーリスク：時間軸とキードライビングフォース 
 
 
2004 年 10 月 22 日（金） 定例研究会報告 
テーマ： 日本の安全保障 ―『現代安全保障用語事典』に執筆を通じて ― 
報告者： 丸茂雄一（防衛研究所）、田岡俊一（軍事アナリスト） 
時 間： 1630-1900 
場 所： M969 会議室 
報告内容概略： 
 ①はじめに：「『現代安全保障用語事典』の刊行に際して」佐島直子 
 ②第一報告：「日本の防衛法制の変遷」丸茂雄一 
 自衛隊法、防衛庁設置法から国民保護法関連７法に至る日本の防衛法制の転変を内外
の情勢の変化とともに、概説した。憲法問題はさておき、屋上屋を重ねていくような法
令構造の問題点が数多く指摘された。状況適応型の法整備ではなく、基本理念を持った
包括的な安全保障基本法の必要性が認められる。 
 ③第二報告：「日本の安全保障の現状と課題」田岡俊一 
 日米安保体制の転変と現状を中心に、日本の安全保障体制の基本構造を詳細に分析し
た。日本の防衛体制における在日米軍の役割について、批判的な考察がなされた。 
 ④質疑応答：「防衛法制の不整序な拡張と官僚機構の権限拡大に関する関係」「日米
安保体制や在日米軍に対する政府内部の評価の変化」「対テロ戦に対する米国の同盟各
国と日本の対応の差異」「武器輸出３原則の撤廃の意義」などについて、活発な質疑が
行われた。 
 
－ 22 － 
